
１ 次世代育成支援対策推進法関連参考資料

• 次世代育成支援対策推進法の趣旨
• 次世代法の概要
• 一般事業主行動計画策定、実施、くるみんマーク認定の流れ
• くるみん認定基準について
• 行動計画策定指針（一般事業主行動計画部分）
• くるみん税制の概要
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（資料出所）総務省「労働力調査」

（注）「平成23 年※」は東日本大震災により調査が困難となった３月から８月までを補完推計した参考値によって求めた値
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図表1-1 少子化の進行と人口減少社会の到来

図表1-2 女性の労働力率の変化
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図表1-4 女性の継続就業率

図表1-3 育児休業取得率の推移

（注）継続就業とは、妊娠判明時点と子どもの１歳到達時点において同じ職に就いていることを指す。

（※） 平成23年度以降調査においては、調査前々年10月１日から翌年９月30日までの一年間。
（注） 平成22年度及び平成23年度の［ ］内の比率は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

（資料出所）厚生労働省「雇用均等基本調査」

出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数
育児休業取得率＝

調査前年度１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数



（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「第１４回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2010年）
（注） １） 初婚どうしの夫婦について、第１２回（2002年）～第１４回（2010年）調査の第１子が１歳以上１５歳未満の夫婦を合わせて集計。

２） 妊娠時に就業していた妻に占める出産後に就業を継続していた妻の割合。
３） 出産前後の就業経歴

就業継続（育休利用）－妊娠判明時就業～育児休業取得～子ども１歳時就業
就業継続（育休なし）－妊娠判明時就業～育児休業取得なし～子ども１歳時就業

○第一子出産前後の妻の継続就業率について、正規職員は上昇。パート・派遣は1990年代以降20％を下回っている。

図表1-5 第一子出産前後の妻の継続就業率・育児休業利用状況（第一子出生年別・正規職員・パート・派遣別）
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図表1-6 年間総実労働時間の推移



（資料出所）総務省「労働力調査」（平成２３年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）

（注）割合は、雇用者について従業者に占める週間就業時間が６０時間以上の者の割合を示す。

図表1-8 週60時間以上就業する雇用者数及び割合の推移
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図表1-7 就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移

14.4 14.5
15.0

15.6
16.3

19.5
20.3

21.1
22.1

22.7

25.3 25.3 25.5 26.1 26.1
27.3

27.8 28.2 28.8

2036 2038 2050
2026 2010 2009 2026 2017 2017 2024 2040 2028 2041 2047 2032

1976
2009 2006

2030

1172 1174 1176

1162 1150 1139
1168 1154 1141 1151 1150 1140 1138 1128 1111

1082 1096 1090 1105

10. 0

15. 0

20. 0

25. 0

30. 0

100 0

120 0

140 0

160 0

180 0

200 0

220 0

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

一般労働者の総実労働時間

パートタイム労働者の総実労働時間

パートタイム労働者比率（単位％）

（年）（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模5人以上

（万人）

（％）



11

図表1-10 労働者１人平均年次有給休暇の付与日数、取得日数、取得率

（資料出所）厚生労働省「就労条件総合調査」（平成11年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）
（注） １） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。

２） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
３） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」
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図表1-9 30代男性で週60時間以上就業する雇用者数及び割合の推移
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（資料出所）総務省「労働力調査」（平成２３年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）

（注）統計上の制約から、雇用者のみの数値が得られないため、雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。
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図表1-11 末子が６歳未満の世帯の週全体の平均家事関連時間及び育児時間
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（資料出所）総務省「社会生活基本調査」
（注） １） 平成13年については、「６歳未満の子がいる世帯」について集計している。

２） 「家事関連時間」には、家事、介護・看護、育児及び買い物に係る生活時間が含まれる。平成13年については、食事の管理、住まいの手入れ・整理、衣類等の手入れ、
建築・修繕、乗り物の手入れ、公的サービスの利用、商業サービスの利用、世帯管理、家族の身の回りの世話、その他の家事、育児（乳幼児以外の介護・看護、乳幼児
の介護・看護、乳幼児の身体の世話と監督、乳幼児と遊ぶ、乳幼児の付き添い等、子供の教育）、買い物、移動の総平均時間（週全体）を集計している。

３） 平成18年と平成23年の「育児関連時間」については、「乳幼児の介護・看護」「乳幼児の身体の世話と監督」「乳幼児と遊ぶ」「子供の付き添い等」「子
供（乳幼児以外）の教育」「子供の送迎移動」「子供（乳幼児以外）と遊ぶ」の各数値を足し合わせた数値である。
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図表2-1-1 一般事業主行動計画に盛り込んだ制度：複数回答
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育児休業制度

短時間勤務制度

子どもの看護休暇制度

介護休業制度

時間外勤務の免除

配偶者出産時の休暇制度

子育てや介護に関する休暇制度

始業または終業の時刻の繰上げ･繰下げ

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

子育てや介護以外の特定目的の休暇制度

事業所内託児施設の設置

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

失効年次有給休暇積立制度の育児事由の導入

配偶者転勤に伴う勤務地の配慮

在宅勤務制度

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

その他制度

1期目（n=1,077）

2期目（n=621）

3期目（n=330）

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

○ 制度面では育児休業制度、短時間勤務制度、子どもの看護休暇を行動計画に盛り込んでいる割合が高い



（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

図表2-1-3 計画策定にあたって取り組んだことや工夫したこと：複数回答（ｎ＝1,077）

図表2-1-2 一般事業主行動計画に盛り込んだ次世代育成に関わる環境整備等の取組：複数回答

49.3%

45.1%

33.1%

20.0%

17.8%

15.0%

9.6%

9.3%

8.3%

7.5%

5.8%

5.8%

4.6%

4.5%

3.2%

0.9%

0.2%

3.6%

47.5%

45.2%

36.1%

19.5%

20.0%

24.0%

9.7%

9.3%

11.9%

7.2%

10.1%

8.1%

8.2%

6.3%

5.8%

1.0%

0.6%

5.2%

46.4%

43.3%

37.6%

15.8%

21.5%

26.1%

10.9%

7.6%

13.9%

6.4%

10.6%

8.2%

7.6%

6.1%

8.8%

0.9%

0.3%

7.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

残業削減の取り組み

両立支援制度の周知

仕事の進め方の見直し･業務の効率化の推進

両立支援に関する従業員のﾆｰｽﾞ把握

管理職のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｽｷﾙ向上や意識啓発を目的とした研修

従業員向けのｲﾍﾞﾝﾄ､学習機会の提供

育児休業中の従業員に対する職業能力開発やｷｬﾘｱ研修

職場優先の意識や性別役割分担意識等の是正の取組

業界や顧客との意識共有のための働きかけ

1期目（n=1,077） 2期目（n=621）

3期目（n=330）

年次有給休暇の取得促進

妊娠中における配慮

両立支援制度の利用促進策

制度利用に関わる代替職員の確保

労使間の話合いの機会の整備

子ども・子育てに関する地域貢献活動

若年者の安定就労や自立した生活の促進

子育てﾊﾞﾘｱﾌﾘｰの環境整備

その他取り組み

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

○ 環境整備としては、「所定外労働削減の取組」や「年次有給休暇の取得促進」、「両立支援の周知」を行動計画に盛り込んでいる割合が高
い

○ 行動計画策定回数を重ねることで「両立支援制度の利用促進策」等に取り組む企業の割合が上昇

○ 計画策定にあたり、「従業員の制度利用状況の調査」や「従業員へのアンケート調査」、「従業員へのインタビュー」等に取り組ん
でいる割合が低い

136.2

1.8

13.5

31.6

17.0

28.9

19.1

21.5

8.0

11.1

49.5

16.2

30.5

8.1

14.9

17.1

24.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない、わからない

その他

行政等の相談窓口のアドバイスを得る

推進担当者の外部セミナー、研修等への参加

社会保険労務士等の専門家への相談

他社の取組状況に関する情報収集

仕事と子育ての両立支援に関わる相談窓口

兼務の担当者の設置

専任の担当者の設置

経営者からのメッセージ

従業員への情報提供

従業員への説明会、研修会の開催

計画策定のための体制整備

管理職へのインタビュー

従業員へのインタビュー

従業員へのアンケート調査

従業員の制度利用状況の調査

（％）

所定外労働削減の取組



＜一般事業主行動計画の届出数の推移＞

＜認定企業数の推移＞

4,609
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12,929 12,441 12,347 13,231 12,088
13,812

14,399
14,072

14,242
479

811

2,006 6,484
2,183 2,858 3,358

26,508
30,975

31,061

31,359

10,463

16,618
20,918

23,882
23,963

22,045
21,901

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

5,088
8,264

14,935
18,925

24,993

32,707
36,364

69,337
67,178 67,502３００人以下企業

１００人以下企業

１０１人以上
３００人以下企業

３０１人以上企業

101人～300人規模企業の届出率は97.7％
301人～規模企業の届出率は98.4％
（平成２５年３月末時点）

117
272
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645
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919

1,020
1,144 1,156
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72

130

176

255

444 463

0

200
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800
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1200

1400

1600

1800

平成１９年４月末 平成１９年６月末 平成２０年６月末 平成２１年６月末 平成２２年６月末 平成２３年６月末 平成２４年６月末 平成２５年６月末 平成２５年７月末

545

128

293

717

920

1,275

1,588

301人以上規模企業

300人以下規模企業 1,619

（92.8％）

（91.4％）

（90.0％）
（85.9％）

（84.0％）

（72.0％） （71.4％）

（7.2％）

（8.6％）

（10.0％）

（14.1％）

（16.0％）

（28.0％） （28.6％）

（資料出所）厚生労働省雇用均等・児童家庭局・職業家庭両立課調べ

※ 平成23年4月1日 101人以上300人以下企業 の一般事業主行動計画の策定・届け出の義務化

図表2-2-1 一般事業主行動計画の届出数と認定企業数の推移

○ 行動計画が義務づけられていない企業においても、自主的に行動計画を策定している

1414

64,202

1,095

（90.0％）

（10.0％）



（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平
成２５年３月）

（％）

図表2-2-2 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別
計画を策定・推進したことによる効果（企業人事担当者）：複数回答
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44.8

28.6

6.5

35.1

29.8

9.7

29.8

6.9

26.6

18.5

11.8

6.2

14.8

10.4

8.3

7.9

25.2

18.5

1.4

2.5

0.9

4.8

4.2

5.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

男性従業員の採用

女性従業員の採用

従業員の定着率の向上

育児･出産を理由とした退職者の減少

取り組みに対する全社での理解促進

従業員の制度認知度の向上

管理職の制度認知度の向上

女性従業員の制度利用促進

男性従業員の制度利用促進

推進担当者･部署の活動しやすさ向上

労働時間や時間制約に対する意識の向上

所定時間外労働の削減

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

年次有給休暇の取得率の向上

従業員の子ども数の増加

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

生産性の向上､業務効率化の推進

業務の質の向上

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の健康維持

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

職場環境･人間関係の向上

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

自治体等の入札における加点､融資制度の活用等

その他

特にない

わからない

無回答

従業員100人以下

従業員101～300人かつ一期目策定年

2010年以前

従業員数101～300人かつ一期目策定年

2011年以降

従業員301人以上

（ｎ＝52）

（ｎ＝169）

（ｎ＝433）

（ｎ＝422）

所定外労働の削減

○ 継続的に取組を進めている企業において、より効果が認められる
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図表2-2-3 一般事業主行動計画の提出回数

○ 従業員数300人以上の企業では複数回提出している企業が多い一方、従業員数100人以上299人以下の企業においては、大半
の企業が１回のみ提出となっている

25.5%
17.7% 21.7%

34.6%

79.0%
70.0%

83.4%
40.7%

40.3%
43.4%

39.0%

15.7%
22.1%

12.4%

22.9%
27.8%

23.7%
18.6%

2.5% 5.1% 1.2%
5.9% 7.7% 6.8% 3.8%

0.6% 1.4% 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

計

(815)

1000人

以上

(248)

500-

999人

(249)

300-

499人

(318)

計

(651)

200-

299人

(217)

100-

199人

(434)

300人以上 100-299人

無回答

４回

３回

２回

１回

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

図表2-2-4 一般事業主行動計画の策定と両立支援制度の導入状況：複数回答

○ 行動計画を策定している企業の方が、策定していない企業に比べ両立支援制度を導入

300人以上 100-299人

行動計画策定 行動
計画

未策定

行動計画
策定

行動
計画

未策定計
くるみん

認定
くるみん
非認定

育児休業制度 97.5% 98.1% 97.6% 93.7% 97.2% 91.2%

介護休業制度 97.3% 98.1% 97.4% 82.8% 92.5% 76.0%

育児のための短時間勤務制度 93.6% 97.2% 93.0% 83.3% 86.6% 71.7%

子の看護休暇制度 91.0% 96.3% 90.7% 65.2% 80.0% 51.6%

介護のための短時間勤務制度 87.0% 86.9% 87.1% 67.9% 80.6% 64.0%

所定外労働（残業）を免除する制度 81.1% 93.5% 79.3% 59.7% 70.2% 47.3%

配偶者が出産の時の男性の休暇制度 77.7% 89.7% 76.0% 54.3% 69.7% 49.5%

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 64.0% 68.2% 63.3% 48.9% 57.0% 40.3%

フレックスタイム制度 30.8% 39.3% 29.7% 22.2% 21.7% 23.3%

転勤免除（地域限定社員制度など） 15.1% 27.1% 13.5% 14.9% 6.5% 8.8%

職場復帰支援策 15.0% 32.7% 12.3% 7.7% 11.4% 7.4%

子育てサービス費用の援助措置など 12.4% 25.2% 10.6% 6.3% 3.1% 2.8%

事業所内託児施設の運営 6.5% 9.3% 6.2% 3.2% 1.2% 1.8%

在宅勤務制度 3.9% 12.1% 2.7% 2.7% 1.7% 4.2%

合計 (815) (107) (697) (221) (651) (283)

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）
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（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」
（平成２５年３月）
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15.4

13.0

1.2

1.7

5.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

育児休業について､法定以上の制度整備

介護休業について､法定以上の制度整備

子どもの看護休暇について､法定以上の制度整備

短時間勤務について､法定以上の制度整備

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ､時刻の繰上げ･繰下げ等､勤務時間への配慮

在宅勤務制度､ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

配偶者出産時や子育て､介護に関する休暇制度の整備

事業所内託児施設の設置

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

育休取得者等の復職支援･能力開発支援の充実

妊娠中における配慮

全社的な残業削減の取り組み

特定部署や職種･長時間勤務者への残業削減の取り組み

年次有給休暇の取得促進

職場優先の意識や性別役割分担意識等の解消の取り組み

女性の採用拡大や登用促進など､ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｱｸｼｮﾝの推進

仕事の進め方の見直し･業務の効率化の推進

男性従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

非正規従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

その他取り組み

特にない､わからない

無回答

従業員数100人以下

従業員数101～300人かつ一期目策定年2010

年以前

従業員数101～300人かつ一期目策定年2011

年以降

従業員数300人以上

その他取組

図表2-2-5 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別
現在取り組んでいる両立支援や雇用均等推進の取組：複数回答

（％）

（ｎ＝52）

（ｎ＝169）

（ｎ＝422）

（ｎ＝433）
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○ 継続的に取組を進めている企業において、より効果が認められる

全社的な所定外労働の削減の取組

特定部署や職種・長時間勤務者への所定外労働の削減の取組

職場優先の意識や性別役割分担意識等の解消の取組
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10.0

4.5

31.9

26.6

22.4

10.6

39.7

18.9

51.7

15.2

10.9

27.3

20.3

41.3

13.4

37.9

16.2

2.1

3.5

3.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

従業員の制度利用状況の調査

従業員へのｱﾝｹｰﾄ調査

従業員へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ

管理職へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ

計画策定のための体制整備

従業員への説明会､研修会の開催

従業員への情報提供

経営者からのﾒｯｾｰｼﾞ

専任の担当者の設置

兼務の担当者の設置

仕事と子育ての両立支援に関わる相談窓口の配置

他社の取組状況に関する情報収集

社会保険労務士等の専門家への相談

推進担当者の外部ｾﾐﾅｰ､研修等への参加

行政等の相談窓口のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

その他

特にない､わからない

無回答

従業員数100人以下

従業員数101～300人かつ一期目策定

年2010年以前

従業員数101～300人かつ一期目策定

年2011年以降

従業員数301人以上

（ｎ＝52）

（ｎ＝169）

（ｎ＝422）

（ｎ＝433）

（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平
成２５年３月）

（％）

図表2-2-6 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別
計画策定にあたって取り組んだことや工夫したこと：複数回答
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○ 継続的に取組を進めている企業において、より効果が認められる
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図表2-2-7 一般事業主行動計画をきっかけに新設又は拡充した両立支援制度：複数回答

○ 行動計画策定をきっかけに、概ね３割の企業が育児休業制度等を新設又は拡充

300人以上 100-299人

計 1000人
以上

500-
999人

300-
499人

計 200-
299人

100-
199人

育児休業制度 38.2% 44.0% 34.1% 36.8% 35.2% 35.9% 34.8%

短時間勤務制度 37.9% 46.8% 36.1% 32.4% 25.5% 26.3% 25.1%

その他 16.4% 20.2% 17.3% 12.9% 11.8% 11.5% 12.0%

特になし 37.9% 29.0% 40.2% 43.1% 46.4% 49.8% 44.7%

無回答 4.9% 4.8% 5.2% 4.7% 4.0% 3.2% 4.4%

合計 (815) (248) (249) (318) (651) (217) (434)

※

※ 自由記述の中の主なもの
子どもが生まれる際の父親の休暇の取得促進、子どもの看護休暇の拡充等、育児休業中の職業能力開発向上のための情報提供・復帰プログラムの整備、
ノー残業デーの実施・推進、年次有給休暇（計画休暇）の取得の促進、所定外労働の削減 等

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

3.4%
8.9%

0.7%
1.6%

1.0%
12.6%

16.2%
7.4%

38.8%
6.1%

5.3%
9.1%

6.0%
10.7%
10.7%

15.8%
18.6%

10.9%
27.9%

6.7%
26.3%

27.7%
33.2%

17.6%
11.4%

2.5%
3.9%

17.8%
27.0%

17.2%

0% 10% 20% 30% 40%

わからない

特にない

その他

自治体等の入札における加点､融資制度の活用等

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

従業員の子ども数の増加

育児･出産を理由とした退職者の減少

職場環境･人間関係の向上

業務の質の向上

生産性の向上､業務効率化の推進

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

従業員の健康維持

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の定着率の向上

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

労働時間や時間制約に対する意識の向上

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

所定外労働の削減

年次有給休暇の取得率の向上

女性従業員の制度利用促進

男性従業員の制度利用促進

女性従業員の採用

男性従業員の採用

推進担当者･部署の活動しやすさ向上

管理職の制度認知度の向上

従業員の制度認知度の向上

取り組みに対する全社での理解促進

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

図表2-2-8 行動計画を策定・推進したことによる効果（企業人事担当者）：複数回答（ｎ＝1,077）

○ 「出産・育児を理由とした退職者の減少」等を行動計画策定の効果にあげる企業人事担当者の割合が高い
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25年以上

21～24年

20年

16～19年

11～15年

10年

６～９年

４～５年

１～３年

図表2-2-10 行動計画策定有無別の女性の勤続年数
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２
９
）

行
動
計
画
を
策
定
し
、

認
定
を
受
け
た
（n=

１

１
７
）

上
記
以
外
（無
回
答
を

含
む
）
（n=

４
０
）

（資料出所）子ども未来財団（佐藤博樹・朝井友紀子）『企業の次世代育成支援に関する調査報告書』（2011年３月）

○ 行動計画を策定している企業においては、女性正社員の平均勤続年数が10年未満の企業の割合が５割を下回る
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図表2-2-9 行動計画策定をきっかけに新設又は拡充した両立支援策別
一般従業員（女性・子どもあり）の評価：複数回答

３００人以上の企業 育児休業制度
（ｎ＝３０８）

短時間勤務制度
（ｎ＝３０３）

特になし
（ｎ＝２６４）

女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う 71.4 77.3 67.0 

育児休業がとりやすい環境にあると思う 65.6 73.6 59.0 

短時間勤務がとりやすい環境にあると思う 20.4 27.0 14.7 

男性の育児休業取得に積極的であると思う -51.9 -46.2 -59.8 

２９９人以下の企業 育児休業制度
（ｎ＝１２３）

短時間勤務制度
（ｎ＝１０７）

特になし
（ｎ＝１９０）

女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う 54.5 55.1 52.6 

育児休業がとりやすい環境にあると思う 42.2 39.2 40.9 

短時間勤務がとりやすい環境にあると思う -8.9 -8.4 -37.0 

男性の育児休業取得に積極的であると思う -58.6 -56.1 -61.1 

○ 「女性が結婚・出産後も辞めることなく働ける環境にあると思う」を行動計画策定の効果にあげる一般従業員（女性・子ど
もあり）の割合が高い

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（注） １） 一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングしたデータを使用、一般従業員には、係長・主任相当職を含む。
２） 表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。



（資料出所）子ども未来財団（佐藤博樹・朝井友紀子）『企業の次世代育成支援に関する調査報告書』（2011年３月）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局
職業家庭両立課において再集計

図表2-2-11 従業員数301人以上の企業における、行動計画策定回数による効果（企業人事担当者）：複数回答

○ 行動計画策定回数を重ねることで「仕事と子育ての両立に対する理解が深まった」、「育児休業取得者が増えた」と
実感している割合が高い

○ 「所定外労働の削減が進んだ」等については、行動計画策定回数に伴う変化はあまりみられない
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4

0

4

4

4

11

0 10 20 30 40 50

優秀な人材を採用できるようになった

社員の定着率が高まった

結婚・出産を理由に退職する女性社員が減少した

経営トップの仕事と子育ての両立に対する理解が

深まった

管理職の仕事と子育ての両立に対する理解が深

まった

一般社員の仕事と子育ての両立に対する理解が

深まった

女性の育児休業取得者が増えた

男性の育児休業取得者が増えた

育児休業以外の諸制度の利用が進んだ

残業時間の削減が進んだ

有給休暇取得率・日数が増加した

職場の時間当たりの生産性が向上した

特定の人に仕事が集中しなくなった

管理職が部下とのコミュニケーションを積極的に

取るようになった

社員の仕事に対する意欲が向上した

社員のストレスが軽減された

職場で社員が協力しあう雰囲気が増した

企業の社会的なイメージアップにつながった

効果は特になかった

計画策定３回（n=99）

計画策定２回（n=239）

計画策定１回（n=45）

（％）

所定外労働の削減が進んだ
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70.7%

52.6%

51.1%

50.0%

29.3%

8.1%

2.2%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

行動計画の目標達成のための取組計画の策定

男性の取得推進のため､人事･総務等から職場への働きかけ

従業員への情報提供､相談対応

行動計画を推進するための体制整備

管理職への情報提供､相談対応

制度利用を進めるための代替要員の確保

特にない､わからない

その他

図表3-1-1 認定を取得するために行った取組や工夫点：複数回答（ｎ＝270）

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

○ 認定を受けるため、「行動計画の目標達成のための取組計画の策定」や「男性の育児休業取得を推進するため、人事・総務等
の担当から職場への働きかけ」を行っている企業の割合が高い

300人以上 100-299人

行動計画作成
行動
計画

未作成

行動
計画
作成

行動
計画

未作成計
くるみん

認定
くるみん
非認定

育児休業などの両立支援制度の従業員への周知 90.8% 95.3% 90.4% 82.4% 87.7% 62.5%

企業全体としての所定外労働（残業）削減の取り組み 89.4% 91.6% 89.4% 87.3% 87.1% 78.4%

育児に係る休業や短時間勤務についての協力の確保 87.9% 91.6% 87.5% 80.1% 79.9% 63.3%

女性の結婚・出産後の就業継続意識の向上の推進 55.7% 64.5% 54.5% 52.5% 51.9% 47.0%

男性の育児休業取得の推進 42.9% 72.9% 38.6% 23.5% 35.5% 17.0%

合計 (815) (107) (697) (221) (651) (283)

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

図表3-1-2 一般事業主行動計画の策定・くるみん認定取得と
両立支援、ワーク・ライフ・バランスをすすめるための方策：複数回答

○ 従業員数300人以上のくるみん認定取得企業においては、取得していない企業と比較して、「男性の育児休業取得の推進」に取
り組んでいる割合が高い
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図表3-1-3 認定の有無別 次世代育成支援を推進するために取り組んでいること：複数回答

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

○ 認定を取得している企業の方が「次世代育成支援を推進するために取り組んでいること」の各種取組の割合が高い

67.4

30.7

32.6

53

50.4

43

16.7

29.6

15.6

15.2

38.9

4.1

0.7

36.9

11.3

14.5

27.6

28.8

23.8

1.7

11.6

18

6.7

27

3.5

9.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

従業員に対する情報提供

従業員に対する研修の実施

管理職に対する研修の実施

推進のための体制整備

相談窓口や担当者の配置

制度利用者への面談、相談の実施

管理職向け職場運用ﾏﾆｭｱﾙの作成

他社との情報交換

社会保険労務士等の専門家のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

行政等の相談窓口のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを得る

行政等が実施するｾﾐﾅｰへの参加

その他

特にない、わからない

認定あり（n=270）

認定なし（n=751）

（％）

0.4

0

5.2

33.3

53.7

69.6

44.8

40.4

80.4

61.5

83.3

72.2

46.3

37.8

32.2

19.3

68.9

12.6

55.6

60.4

53.3

53.3

67.4

5.3

1.2

1.2

16.6

17.8

51.9

25.2

16.4

54.7

46.9

66.2

52.5

17.4

15

6

7.1

32.2

2.3

33

30.4

24.8

28.4

34.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

無回答

特にない・わからない

その他取り組み

非正規従業員に対する両立支援制度の利用環境整備

男性従業員に対する両立支援制度の利用

仕事の進め方の見直し・業務の効率化の推進

女性の採用拡大や登用促進など、ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞｱｸｼｮﾝの推進

職場優先の意識や性別役割分担意識等の解消の取り組み

年次有給休暇の取得促進

特定部署や職種・長時間勤務者への残業削減の取り組み

全社的な残業削除の取組

妊娠中における配慮

育休取得者等の復職支援・能力開発支援の充実

結婚や育児を理由とする退職者の再雇用制度

子育てｻｰﾋﾞｽ費用の補助制度

事業所内託児施設の設置

配偶者出産時や子育て、介護に関する休暇制度の整備

在宅勤務制度、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど柔軟な勤務場所の設定

ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ、時刻の繰上げ・繰下げ等、勤務時間への配慮

短時間勤務について、法定以上の制度整備

子どもの看護休暇について、法定以上の制度整備

介護休業について、法定以上の制度整備

育児休業について、法定以上の制度整備

認定なし 認定あり

全社的な残業削減の取組

（％）

図表3-1-4 認定の有無別 現在取り組んでいる両立支援や雇用均等推進の取組：複数回答

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

（ｎ=751） （ｎ=1077）

○ 認定を受けている企業の方が「現在取り組んでいる両立支援や雇用均等推進の取組」の各種取組の割合が高い

全社的な所定外労働の削減
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12.2 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

その他

企業の社会的なイメージアップにつながった

職場で社員が協力しあう雰囲気が増した

社員のストレスが軽減された

社員の仕事に対する意欲が向上した

管理職が部下とのコミュニケーションを積極的にとるようになった

特定の人に仕事が集中しなくなった

職場の時間当たりの生産性が向上した

有給休暇取得率・日数が増加した

残業時間の削減が進んだ

育児休業以外の諸制度の利用が進んだ

男性の育児休業取得者が増えた

女性の育児休業取得者が増えた

一般社員の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

管理職の仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

経営トップの仕事と子育ての両立に対する理解が深まった

結婚・出産を理由に退職する女性社員が減少した

社員の定着率が高まった

優秀な人材を採用できるようになった

行動計画を策定し、認定を予定した

(n=156)

行動計画を策定したが、認定を予定して

いなかった(n=219)

所定外労働の削減が進んだ

図表3-2-1 認定取得予定有無別 一般事業主行動計画を実行したことによる評価：複数回答

（資料出所）財団法人 こども未来財団「企業の次世代育成支援に関する調査報告書」（２０１１年年３月）

（％）

○ 認定取得を予定して行動計画を実施した企業の方が、「男性の育児休業取得者が増えた」「育児休業以外の諸制度の利用が進
んだ」と認識している企業人事担当者の割合が高い
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不明

31人以上

21～30人

11～20人

6～10人

4～5人

3人

2人

1人

0人

（資料出所）財団法人 こども未来財団「企業の次世代育成支援に関する調査報告書」（２０１１年年３月）

（％）

図表3-2-2 行動計画の策定・認定の有無別 男性の育児休業取得者数

○ 認定を取得している企業では、複数の男性が育児休業を取得している割合が高い
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図表3-2-3 行動計画の策定回数・認定の有無別 一般従業員（女性・子どもあり）の評価：複数回答

女性が結婚・出
産後も辞めるこ
となく働ける環
境にあると思う

育児休業が取り
やすい環境にあ
ると思う

短時間勤務が
とりやすい環
境にあると思
う

男性の育児休
業取得に積極
的であると思う

行動計画提出（3回・4回）（256） 75.8 69.6 23.8 -45.0 

くるみん認定（60） 91.7 91.7 43.4 -16.6 

くるみん非認定（194） 70.7 62.5 18.1 -53.6 

行動計画提出（１回・2回）（453） 68.9 66.5 17.9 -57.6 

くるみん認定（35） 65.6 68.4 14.2 -54.3 

くるみん非認定（410） 69.0 66.0 17.8 -58.7 

女性が結婚・出
産後も辞めるこ
となく働ける環
境にあると思う

育児休業が取
りやすい環境
にあると思う

短時間勤務がと
りやすい環境に
あると思う

男性の育児休
業取得に積極
的であると思
う

行動計画提出（2回以上）（79） 54.4 48.1 0.0 -54.4 

くるみん認定（6） 100.0 100.0 49.9 16.6 

くるみん非認定（67） 52.3 49.4 -3.0 -59.7 

行動計画提出（１回）（318） 53.1 40.3 -5.0 -61.3 

くるみん認定（16） 18.8 -6.3 -25.0 -87.5 

くるみん非認定（300） 54.7 42.3 -4.0 -60.3 

３００人以上の企業

２９９人以下の企業

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）を元に厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立
課において再集計

（注） １） 一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングしたデータを使用、一般従業員には、係長・主任相当職を含む。
２） 行動計画提出の数値には、くるみん認定「無回答」を含んでいるが、図表にはくるみん認定「無回答」は表示していない。
３） 表の数値は「そう思う」「ややそう思う」の割合の合計から「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合の合計を差し引いたもの。
４） 特に回答数が少ない項目の評価については、幅を持って見る必要がある。

○ 認定を取得しており複数回行動計画を提出している企業の方が、一般従業員（女性・子どもあり）が「男性の育児休業取得に積
極的であると思う」と評価している割合が相対的に高い。
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図表3-2-4 行動計画の策定・認定の有無別 一般従業員（女性・子どもあり）の両立支援制度の利用経験：複数回答

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

※１ 一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングした、マッチング・データを使用。
※２ 行動計画策定・計の数値にはくるみん認定「無回答」を含んでいるが、図表にはくるみん認定「無回答」は表示していない。
※３ 100～299人規模の「くるみん認定」や「くるみん非認定」は、従業員101人以上300人以下の企業において行動計画の策定が義務化されたのが、
2011年４月１日であり、また、くるみんマークは行動計画の目標を達成するなどの一定の要件を満たした場合に認定で受けられることになっていること
などから、100人～299人規模の企業ではくるみんマークの認定を受けた企業が45社と少なかった。このため、集計は割愛している。（以下同じ）

○ 認定を取得している企業の方が一般従業員（女性・子どもあり）が各種制度を利用している割合が高い。特に「始業・終業時刻の
繰上げ・繰下げ」「所定外労働（残業）を免除する制度」などで両者の差が大きい
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育児休業制度

育児のための短時間勤務制度

子の看護休暇制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

所定外労働（残業）を免除する制度

職場復帰支援策

介護休業制度

事業所内託児施設の運営

子育てサービス費用の援助措置など

転勤免除（地域限定社員制度など）

介護のための短時間勤務制度

在宅勤務制度

配偶者が出産の時の男性の休暇制度

その他

いずれも利用したことがない

無回答

300人以上 計

300人以上 行動計画策定・くるみん認定（n=118）

300人以上 行動計画策定・くるみん非認定（n=625）

300人以上 行動計画未策定（n=146）

100-299人 行動計画策定（n=553）

100-299人 行動計画未策定（n=149）
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78.2

75.4

49.6

12.0

85.6

84.7

59.3

21.2

79.0

76.6

49.3

10.7

68.5
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43.2

9.6

69.3

60.4

35.8

7.6

63.1

53.0

34.2

7.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

女性が結婚・出産後も辞めずに

働ける環境にあると思う

育児休業がとりやすい環境にあ

ると思う

短時間勤務が取りやすい環境に

あると思う

男性の育児休業取得に積極的で

あると思う

300人以上 計

300人以上 行動計画策定・くるみん認定

（n=118）

300人以上 行動計画策定・くるみん非認定

（n=625）

300人以上 行動計画未策定（n=146）

100-299人 行動計画策定（n=553）

100-299人 行動計画未策定（n=149）

図表3-2-5 行動計画の策定・認定の有無別
一般従業員（女性・子どもあり）の企業の両立支援の取組に対する評価：複数回答

（資料出所）労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果」（2013）

※１ 一般従業員調査票に企業調査票のデータをマッチングした、マッチング・データを使用。
※２ 行動計画策定・計の数値にはくるみん認定「無回答」を含んでいるが、図表にはくるみん認定「無回答」は表示していない。
※３ 現在働いている会社の両立支援の取組について、「そう思う」＋「ややそう思う」の割合の計。
※４ 100～299人規模の「くるみん認定」や「くるみん非認定」は割愛。

（％）

○ 認定を取得している企業の方が一般従業員（女性・子どもあり）が各種効果を認識。特に「女性が結婚・出産後も辞めずに働ける
環境にあると思う」「育児休業がとりやすい環境にあると思う」の割合が大きい
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従業員の制度認知度の向上
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推進担当者･部署の活動しやすさ向上

労働時間や時間制約に対する意識の向上

所定時間外労働の削減

週労働時間60時間以上の従業員の割合の減少

年次有給休暇の取得率の向上

従業員の子ども数の増加

生活に配慮した働き方をする従業員の増加

通常勤務と異なる働き方をする従業員の増加

生産性の向上､業務効率化の推進

業務の質の向上

従業員の意欲向上､ﾓﾗﾙ向上

従業員の健康維持

従業員のｽﾄﾚｽ軽減

職場環境･人間関係の向上

学生に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

顧客･社会全般に対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

商品･ｻｰﾋﾞｽの売上向上

自治体等の入札における加点､融資制度の活

用等

特にない

わからない

301人以上認定あり全体

301人以上認定なし全体

300人以下認定あり全体

300人以下認定なし全体

（ｎ＝189）

（ｎ＝207）

（ｎ＝500）

（ｎ＝75）

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成24年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成25年３月）を元に厚生労働省雇用均等・
児童家庭局職業家庭両立課において再集計

（％）

図3-2-6 認定の有無別 次世代法の効果（企業人事担当者）：複数回答

○ 認定を取得している企業の方が企業人事担当者が各種効果を認識、特に「出産・育児を理由とした退職者の減少」「従業員の制
度認知度の向上」「女性従業員の制度利用促進」「男性従業員の制度利用促進」などで両者の差が大きい

○ 「所定外労働の削減」等については、認定による効果が小さい

28

出産・育児を理由とした退職者の減少

取組に対する全社での理解促進

所定外労働の削減
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図表3-2-7 行動計画の積極的な実行とくるみん認定取得の女性の離職率への効果

（資料出所）朝井友紀子氏・佐藤博樹氏による推計

＜次世代法に基づく認定の政策効果の推計＞

※ 2005年４月に施行された次世代法に基づく企業における行動計画の実行と認定取得が、男性及び女性従業員の離職率へ及ぼす効果を検証。
※ 雇用環境が悪い企業は、その補償賃金を支払わなければ、同一賃金の他企業よりも離職率が高くなることから、行動計画の目標達成と認定取得が、雇用環境の改善に貢献したとすれば、認定企
業の従業員離職率は、認定を受けていない企業のそれよりも低いはずであるとの視点から、「ＣＳＲ総覧」（東洋経済新報社）に掲載された民間企業の次世代法施行前である2003年度と同法施行後の
2010年度の２時点のパネルデータを利用して分析を行ったもの。
※ 行動計画の認定年度別の認定企業リストは、厚生労働省「次世代育成支援対策取組状況」ウェブページよりダウンロードして使用している。また、企業の属性、従業員の定着や働きやすい雇用環境
の整備指標に関するデータは東洋経済新報社の「ＣＳＲ企業総覧」の2012年版（2010年度データ）、2006年版（2003年度データ）の２時点のデータを使用している。なお、調査時点では従業員数が301人
以上の企業に行動計画の策定が義務づけられていたことから、301人以上の企業に対象を絞り分析されている。
※ 表中の数値は政策効果（δ）の係数と標準誤差（ＳＥ）である。「**」は、５％の有意水準を表す。

○ 次世代法施行前である2003年度と次世代法施行後である2010年度の「CSR企業総覧」（東洋経済新報社）のデータにより、従業
員が301人以上の企業における男性の離職率・女性の離職率について、行動計画を積極的に実行し、その結果としてくるみん認
定を受けた企業と受けていない企業を比較。

○ その結果、認定を受けた企業は、認定を受けていない企業と比較して女性の離職率が2.7％ポイント低下する推計結果となって
いる。
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（資料出所）財団法人 こども未来財団「企業の次世代育成支援に関する調査報告書」（２０１１年３月）

（％）

図表4-1 行動計画別 行動計画に盛り込んだ数値目標：複数回答

○ 「所定外労働の削減率または削減時間数」等については、絶対基準とされている項目に比べ、行動計画に数値目標が盛り込まれ
ている割合が低い



（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」
（平成２５年３月）
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計画の意義について､従業員の理解が進まない

計画の意義について､管理職の理解が進まない

計画の意義について､経営ﾄｯﾌﾟの理解が進まない

目標の設定が難しい

認定基準に対応した行動計画を策定することが難しい

職種や部署でﾆｰｽﾞや状況が様々で注力課題が定まら

ない

担当者が計画作成の時間を確保することが難しい

計画策定のための体制を整備することが難しい

既に法定以上の制度を整備､これ以上の整備が難し

い

制度整備を行ったが利用が進んでいない

その他

特にない､わからない

無回答

従業員数100人以下

従業員数101～300人

従業員数101～300人かつ一期目策定年2010

年以前

従業員数101～300人かつ一期目策定年2011

年以降

従業員数301人以上

図表4-2 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別
計画を策定・推進する過程での課題や苦労：複数回答

○ 従業員数301人以上の企業等では、「既に法定以上の制度を整備、これ以上の整備が難しい」割合が高く、従業員数101人から
300人企業では「目標の設定が難しい」割合が高い

（ｎ＝52）

（ｎ＝591）

（ｎ＝169）

（ｎ＝422）

（ｎ＝433）
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（％）

図表4-3 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別 くるみん認定を受けたことがない理由：複数回答

（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成２５年３月）

○ くるみん認定を受けたことがない理由として、「自社で取り組むメリットを感じない」の割合が高い

31（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「平成２４年度仕事と介護の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成２５年３月）

図表4-4 企業規模・一般事業主行動計画（一期目）策定年別 行動計画策定や認定に関わる課題、要望：複数回答

○ 「計画策定や認定の具体的なメリットを増やしてほしい」との要望が多い
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応募方法が分からない

書類準備等の実務的負担が大きい

受けられる自信がない

自社で取り組むﾒﾘｯﾄを感じない

その他

わからない

無回答

企業全体

従業員数100人以下（n=52）

従業員数101～300人（n=591)

従業員数101～300人かつ一期目策定年2010年以前（n=169）

従業員数101～300人かつ一期目策定年2010年以降（n=422）

従業員数301人以上（n=433）
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計画策定の手続の負担軽減を図って欲しい

認定手続の負担軽減を図って欲しい

取組推進企業の区別のため認定に段階を設けて欲しい

計画策定や認定取得の支援をして欲しい

計画策定や認定の具体的なﾒﾘｯﾄを増やして欲しい

その他

特にない、わからない

無回答

企業全体

従業員数100人以下（n=52）

従業員数101～300人（n=591)

従業員数101～300人かつ一期目策定年2010年以前

（n=169）
従業員数101～300人かつ一期目策定年2010年以降

（n=422）
従業員数301人以上（n=433）

（％）
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46.6

16.9

11.4

11

7.8

8.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

対象となる建物等を有さない

制度を知らなかった

メリットが少ない

対象期間外に認定を受けた

手続きが煩雑

その他

受けたことがある 1.1%
現在受けている 3.3%

受けたことがない 81.1%

わからない 11.1%

無回答 3.3%

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

図表4-5 税制優遇制度の利用の有無（ｎ＝270）

○ 税制優遇制度の利用割合は５％未満にとどまる

図表4-6 税制優遇制度を受けていない理由（ｎ＝219）

○ 税制優遇制度を利用しなかった理由としては、「対象となる建物等を有さない」が最も多い

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

（％）



継続したいと思う 61.1%

まあ継続したいと思う 24.8%

あまり継続したいと思わない 9.6%

継続したいと思わない 1.9%
無回答 2.6%

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月）

図表4-7 認定取得継続意向の有無（ｎ＝270）

○ くるみん認定の取得を継続したいと思う企業は約８割存在

継続している 89.3%

継続していない 10.7%

図表4-8 認定取得の継続の有無（ｎ＝270）

○ 最初の認定後、現在まで認定取得を継続している企業は約９割存在

（資料出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成２４年度一般事業主行動計画に関する調査結果報告書」（平成２５年３月） 33



３ 参考資料

• 次世代法に基づく一般事業主行動計画及び認定制度に係る効果検証研究会開催要綱

• 次世代育成支援対策推進法関連規定
• 次世代育成支援対策推進法に係る各種決定等
• 育児・介護休業法の改正経過
• 子ども・子育て支援策と次世代育成支援対策推進法の経緯（年表）
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（参考）関連する規定

○ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）

（目的）

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育
成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策
定指針並びに地方公共団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世代育成支援対策を推進するために必要な事項を定め
ることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成
される社会の形成に資することを目的とする。

（一般事業主行動計画の策定等）
第十二条 国及び地方公共団体以外の事業主(以下「一般事業主」という。)であって、常時雇用する労働者の数が百人を超える
ものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画(一般事業主が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。
以下同じ。)を策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出なければならない。これを変更した
ときも同様とする。
２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 計画期間
二 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標
三 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところによ
り、これを公表しなければならない。

４ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人以下のものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を
策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出るよう努めなければならない。これを変更したとき
も同様とする。

５ 前項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、こ
れを公表するよう努めなければならない。

６ 第一項に規定する一般事業主が同項の規定による届出又は第三項の規定による公表をしない場合には、厚生労働大臣は、
当該一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該届出又は公表をすべきことを勧告することができる。

（一般事業主行動計画の労働者への周知等）

第十二条の二 前条第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で
定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。

２ 前条第四項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに
より、これを労働者に周知させるための措置を講ずるよう努めなければならない。
３ 前条第六項の規定は、同条第一項に規定する一般事業主が第一項の規定による措置を講じない場合について準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定）

第十三条 厚生労働大臣は、第十二条第一項又は第四項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働
省令で定めるところにより、当該事業主について、雇用環境の整備に関し、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動
計画を策定したこと、当該一般事業主行動計画を実施し、当該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生
労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。

（施行期日）

第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行
する。
一 附則第三条及び第九条の規定 公布の日

二 第三条中次世代育成支援対策推進法第四条、第七条から第九条まで及び第二十二条の改正規定 公布の日から起算して
六月を超えない範囲内において政令で定める日

三 第二条の規定及び第四条中次世代育成支援対策推進法第七条から第九条までの改正規定並びに附則第五条及び第十七
条の規定 平成二十二年四月一日

四 第四条中次世代育成支援対策推進法第十二条及び第十六条の改正規定並びに附則第八条の規定 平成二十三年四月一
日

○ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律６５号）

附 則
（検討）
第二条 （略）

２ 政府は、平成２７年度以降の次世代育成支援対策推進法の延長について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果
に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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（参考） 次世代育成支援対策推進法に係る各種決定等

○ 社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」の骨子について（平成２
５年８月２１日閣議決定）

１．少子化対策
（２）平成27 年度以降の次世代育成支援対策推進法（平成15 年法律第120号）の延長について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

○ 社会保障制度改革国民会議報告書～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋
～（平成２５年８月６日社会保障制度改革国民会議）（抜粋）

（４）ワーク・ライフ・バランス
ワーク・ライフ・バランスの促進は、すべての世代の生き方と社会保障制度全体に大きく影響するも

のである。これまで、次世代育成支援対策推進法や「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲
章」などを踏まえた取組を推進してきたが、企業の子育て支援に向けた行動変容を促すためにも、企
業における仕事と子育ての両立支援について、より一層の取組の推進が必要である。

特に中小企業・非正規については、育児休業の取得が難しい状況にある。これら中小企業・非正規
を含め、育児休業の取得促進など様々な取組を通じて、男女ともに仕事と子育ての両立支援を進めて
いくことが必要である。このため、2014（平成26）年度までの時限立法であり、企業における仕事と子育
ての両立支援を推進するための強力なツールの1 つである次世代育成支援対策推進法について、今
後の10 年間を更なる取組期間として位置づけ、その延長・見直しを積極的に検討すべきである。な
お、育児休業取得に関しては、中小企業・非正規に加え、取得率の低い男性の取得促進に注力すべ
きであり、企業の社会的責任も大きい。育児休業を取得しやすくするために、育児休業期間中の経済
的支援を強化することも含めた検討を進めるべきである。

○ 「日本再興戦略－Japan is BACK－」（平成２５年６月１４日閣議決定）（抜粋）
来年度末で期限切れとなる次世代育成支援対策推進法の延長・強化を検討する。

○ 「少子化危機突破のための緊急対策」（平成２５年６月７日閣議決定）（抜粋）
（２）「次世代育成支援対策推進法」の延長・強化の検討
○ 平成26年度で期限切れとなる「次世代育成支援対策推進法」について、官民あげて
「少子化危機突破」に向けた取組を推進する観点からも、その延長・強化を検討する。

○ 若者・女性活躍推進フォーラム提言（平成２５年５月１９日若者・女性活躍推進フォーラム）
（抜粋）
平成２６年度で期限切れとなる次世代育成支援対策推進法の延長・強化を検討する。

○ 「一人ひとりを大切にする社会の実現に向けて（提言）」（平成２５年４月２２日公明党厚生
労働部会 労働政策委員会）（抜粋）
子ども・子育て支援法附則に基づき平成２７年度以降の次世代育成支援対策推進法の延長等につい
て検討をする

○ 「今後の我が国の成長を支える若者・女性・高齢者の就業の在り方に関する提言」（平成２
５年４月１９日自由民主党雇用問題調査会）（抜粋）
平成２６年度で期限切れとなる次世代育成支援対策推進法の延長・強化を検討し、企業の仕事と子育
ての両立のための環境整備を計画的に推進する。
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年代 子ども・子育て支援策 次世代育成支援対策推進法

平成２年６月

平成３年１月

５月

平成６年12月

平成７年６月

平成９年10月

平成10年12月

平成11年４月

12月

平成12年４月

５月

６月

12月

平成13年１月

７月

平成14年１月

４月

５月

９月

12月

平成15年３月

４月

７月

８月

平成16年２月

６月

「1.57ショック」（平成元年の合計特殊出生率が昭和41年（丙午）
の1.58を下回る）

「健やかに子供を生み育てる環境づくりについて」（健やかに子
供を生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議）

育児休業等に関する法律の成立(平成４年４月施行)

エンゼルプランの策定
緊急保育対策等５か年事業の策定（平成７～11年度）

育児休業等育児または家族介護を行う労働者の福祉に関する
法律（介護休業制度の努力義務化）の成立（平成７年１０月施
行）

人口問題審議会報告

「夢ある家庭づくりや子育てができる社会を築くために（提言）」
（少子化への対応を考える有識者会議）

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉
に関する法律（介護休業制度の義務化）の成立・施行

少子化対策推進基本方針の策定
新エンゼルプランの策定（平成12～16年度）

「国民的な広がりのある取組みの推進について」（少子化への
対応を推進する国民会議）

雇用保険法等の一部を改正する法律（育児休業給付率を25％
から40％に引上げ）の成立

児童手当法の一部を改正する法律（支給対象年齢を義務教育
就学前まで）の施行

与党（自民党・公明党・保守党）「児童手当等に関する三党合
意」

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行

「仕事と子育ての両立支援策の方針について」（閣議決定）（待
機児童ゼロ作戦、放課後児童受入れ体制の整備など）

日本の将来推計人口（平成14年１月推計）
少子高齢化が一層進展するという推計結果が出る。

改正育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の
福祉に関する法律（育児期間中の時間外労働の制限、看護休
暇制度の導入等）の施行

少子化対策に関する総理指示

「少子化対策を考える懇談会」中間取りまとめ
「少子化対策プラスワン」の総理報告

与党幹事長・政調会長合意（児童手当の支給対象年齢等の見
直しを中心とした総額2，500億円の少子化対策）

「次世代育成支援に関する当面の取組方針」の取りまとめ（少
子化対策推進関係閣僚会議）

次世代育成支援対策推進法及び児童福祉法改正法（地域子
育て支援事業の法定化など）の成立
少子化社会対策基本法（議員立法）の成立

「児童手当法改正法案」「児童福祉法改正法案」及び「育児・介
護休業法改正法案」国会提出

日本経団連が「少子化対策プラスワン」における行動計画の義
務づけに反対する声明を公表

次世代育成支援対策推進法及び児童福祉法改正法案（国会
提出）

行動計画策定指針等に関する検討会及び研究会の発足

次世代育成支援対策推進法及び児童福祉法改正法の成立

行動計画策定指針の告示

子ども・子育て支援策と次世代育成支援対策推進法の経緯
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年代 子ども・子育て支援策 次世代育成支援対策推進法

９月

11月

12月

平成17年４月

平成18年４月

６月

12月

平成19年２月

３月

４月

６月

７月

10月

11月

12月

平成20年１月

３月

11月

12月

平成21年３月

４月

「国民的な広がりのある新たな取組の推進について」（少子化
への対応を推進する国民会議）

児童福祉法改正法（児童虐待防止対策等の充実など）及び改
正育児・介護休業法改正法（①育児休業・介護休業の対象労
働者の拡大、②育児休業期間の延長、③子の看護休暇の創設
等）の成立

子ども・子育て応援プランの策定（平成17～21年度）
雇用保険法の一部改正（育児休業給付金及び介護休業給付
金の支給範囲の改正）

次世代育成支援対策推進法の全面施行により各種行動計画
の実施

「新しい少子化対策について」（少子化対策に関する政府・与党
協議会取りまとめ、少子化社会対策会議決定）

日本の将来推計人口（平成18年12月推計）

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略検討会議」の設置

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成21年度末までの暫
定措置として、育児休業給付率を40％から50％に引上げ）の成
立

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略中間報告
「規制改革推進のための３か年計画」
「経済財政改革の基本方針2007（骨太方針）」

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事
と生活の調和推進のための行動指針」（ワーク・ライフ・バラン
ス推進官民トップ会議決定）
「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」（少子化社会対策
会議決定）

「日本経済の進路と戦略」（経済財政諮問会議決定）

社会保障国民会議 最終報告取りまとめ

社会保障審議会少子化対策特別部会 第１次報告（案）―次世
代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けて―
持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期
プログラム」（閣議決定）

雇用保険法等の一部を改正する法律（①暫定措置の期限を
「当分の間」に延長、②全額（50％）を休業中に支給）の成立

次世代育成支援対策推進法の全面施行

「少子社会トータルプラン」（公明党）
一般事業主行動計画の公表の義務付けについて提言。

「新しい少子化対策について」において、次世代育成支援対策
推進法に基づく行動計画の公表と従業員300人以下の企業の
行動計画策定の促進、取組を強化するため次世代法の改正の
検討が盛り込まれる。

「少子化問題への総合的な対応を求める～人口減少下の新し
い社会づくりに向けて～」取りまとめ（日本経団連）

経済財政諮問会議 労働市場改革専門調査会第一次報告
ワーク・ライフ・バランス憲章、行動指針についてとりまとめるこ
とを総理が発言

「平成20年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」
全国知事会が「一般事業主行動計画の策定義務の300人以下
の企業への拡大、及び行動計画の公表義務付けを行うこと」を
要望

「子育てに優しい社会づくりに向けて～地域の多様なニーズを
踏まえた子育て環境整備に関する提言～」（日本経団連）
行動計画について、近い将来の公表を前提に国民への周知活
動を行っていくべきと提言。

児童福祉法等の一部を改正する法律案閣議決定
第81回労働政策審議会雇用均等分科会報告

児童福祉法等の一部を改正する法律の成立

児童福祉法等の一部を改正する法律の一部施行
（301人以上企業への一般事業主行動計画の公表・従業員へ
の周知の義務付け）
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年代 子ども・子育て支援策 次世代育成支援対策推進法

６月

12月

平成22年１月

４月

６月

12月

平成23年４月

６月

７月

平成24年１月

３月

５月

６月

７月

８月

安心と活力の日本へ（安心社会実現会議報告）
持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期
プログラム」（一部改正）（閣議決定）
改正育児・介護休業法（①短時間勤務の措置の義務づけ、②
パパ・ママ育休プラスの創設等）の成立（平成22年６月施行）

明日の安心と成長のための緊急経済対策（閣議決定）
社会保障審議会少子化対策特別部会―これまでの議論の整
理―
新成長戦略（基本方針）（閣議決定）

「子ども・子育て新システム検討会議」設置（少子化社会対策会
議決定）
子ども・子育てビジョン（閣議決定）

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行

「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」設置（少子化社
会対策会議決定）
パパ・ママ育休プラスを利用する場合、子が「１歳２ヶ月」に達す
る日まで最長１年間育児休業給付を支給

「社会保障改革の推進について」（閣議決定）

「社会保障・税一体改革成案」（政府・与党社会保障改革検討
本部決定）

「子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめについて」
（少子化社会対策会議決定）

「社会保障・税一体改革素案」（政府・与党社会保障改革検討
本部決定）

「子ども・子育て新システムの基本制度について」（少子化社会
対策会議決定）
消費税関連法案とともに、平成24年通常国会に法案を提出

衆議院本会議における子ども・子育て関連３法案の趣旨説明・
質疑
衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における
審議開始

社会保障・税一体改革に関する確認書（自由民主党・公明党・
民主党 社会保障・税一体改革（社会保障部分）に関する実務
者会合）
「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律の一部を改正する法津案（議員立法）」国会提
出
「子ども・子育て支援法案」と「子ども・子育て支援法及び総合こ
ども園法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」の
修正案（議員修正）国会提出
衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及び衆
議院本会議で３法案を可決

参議院本会議における子ども・子育て関連３法案の趣旨説明・
質疑
参議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における
審議開始

参議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及び参
議院本会議で３法案を可決・成立
子ども・子育て関連３法を公布

児童福祉法等の一部の改正する法律の全面施行
（①一般事業主行動計画の公表・従業員への周知の義務の対
象と②一般事業主行動計画の策定の義務の対象を301人以上
企業から101人企業に拡大）
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